
勧 告（31条）

各府省

永久に保存
（15条）

内閣府

公文書等の管理に関する法律のポイント

政令案・規則案の
諮問（29条１号・２号）

同意

公文書管理委員会
※内閣府に設置

事前協議（10条３項）

調査・審議
（28条、30条）

保存（６条）
(集中管理の推進)

レ
コ
ー
ド
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
導
入

統一的な管理ルールを法令で規定

コンプライアンスの確保
・府省内の管理状況の報告の義

務付け（９条１項）
・内閣府による実地調査制度、

勧告制度の新設
（９条３項、31条）

・利用請求権の新設（16条）
・デジタルアーカイブ化の推進（23条）
・独法文書も国立公文書館に移管（11条4項）

審査請求〔利用制限に不服があるとき〕（21条１項）

保存期間、移管
or廃棄等の設定
を管理簿に記載
・公表 （７条）

各府省の文書管理規則

・特別の報告聴取（９条３項）
・実地調査（９条３項）

報告（９条１項）

ポイント１

ポイント５

ポイント３

統一ルールに基づき、各府省の文書
管理規則の案を作成（10条）

勧告案の諮問（29条３号）

ポイント２

・
歴
史
資
料
と
し
て
重
要
な
行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
等
は
す
べ
て
移
管

答申

ポイント４(１)

外部有識者の知見
の活用

・作成基準（４条）保存期間基準（5条1項・3項）管理簿の記載事項（７条）等

調査・審議
（28条、30条）

調査・審議
（28条、30条）

・公文書管理委員会
の新設

諮
問
（21
条
４
項
）

答
申

国立公文書館

歴史公文書等の利用促進

作成（４条）

整理
（保存期間、移管
or廃棄等を設定）

（５条）

答申

（
９
条
１
項
）

定
期
的
な
管
理
状
況
の
把
握

ポイント４(２)

国立公文書館の機能強化
・専門的助言制度の拡充（国立公文書館法11条１項４号）
・国立公文書館による実地調査制度の新設（９条４項）

実地調査 （９条４項）

・
移
管
か
廃
棄
か
を
で
き
る
だ
け
早
期
に
設
定
（
５
条
５
項
）

利用
（16条）

中間書庫による保存
（国立公文書館法11条
１項２号・３項２号）

（28条１項）

情報公開請求
（情報公開法）

国民

（
８
条
１
項
）

事前協議（８条２項）

専門的助言
（国立公文書館法11条1項４号）

廃棄の
措置(８条)

同意

移
管
（８
条
）


